令和９年度　札幌市障がい者相談支援事業（西区）　指定協議書

（あて先）札幌市長
令和８年（2026年）　　月　　日　　

法人所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者肩書・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 　　印　

　札幌市障がい者相談支援事業を令和９年４月１日付で受託したいので、協議いたします。

１　本事業の受託を希望する理由
	













２　法人の概要
	名称
	

	設立年月日
	



■障がい福祉に関する事業の実施状況
※法定事業だけでなく、障がい者の地域生活支援に関わる自主事業も記載してください。
	事業名
	事業内容
	開始年月日
	過去５年間の監督官庁の指導の有無
（有の場合は、指導年月、指導種別、指導内容）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



３　障がい者相談支援事業の実施計画
■実施方針　※障がい者相談支援事業を実施するうえでの基本方針を記載してください。
	⑴　相談支援に対する姿勢及びそれを具体化する取り組み予定
	

	⑵　相談支援従事者の人材育成・職場定着、本事業への法人のバックアップ体制に対する方針
	

	⑶　関係機関とのネットワークづくり、地域での相談支援体制に対する方針

※指定特定相談支援事業所への業務推進支援（事業所間の相談受け入れ調整を含む）に対する方針を含む
	

	(４)　自立支援協議会の運営と地域生活支援拠点としての取組方針

	




４　障がい者相談支援等に係る実績（指定相談支援／自主事業）
※　指定相談支援事業者としての実績を下記⑴に記載してください。
※　法人事業利用者ではない「地域」の障がい者（児）や家族の相談を受けて支援した実績がある場合、下記⑵に記載してください。
	⑴指定相談支援事業
	開始時期
	

	
	従事している職員の配置
	



	
	支援の内容・実績
	具体的な支援の実施状況を簡潔に記載してください。








	⑵
自主事業
	開始時期
	

	
	従事している職員の配置
	



	
	支援の内容・実績
	具体的な支援の実施状況を簡潔に記載してください。










５　西区内関係機関等との連携実績
※　西区内関係機関等との意見交換、情報共有、共同研修会、その他連携しての相談支援等の連携実績を記載してください。
	(連携先)
西区役所
自立支援協議会西区地域部会

	西区役所、西区地域部会との具体的な連携実績を簡潔に記載してください。





	(その他の連携先)



	具体的な連携実績を簡潔に記載してください。








６　実施事業所について
■事業所の概要（札幌市障がい者相談支援事業所実施要綱（以下「要綱」という。）別記1-⑴）
	事業所名称
	

	事業所所在地
	

	建　　物
	□専用　／　□併用（併設する事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	電　　話
	□専用　／　□併用（併設する事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	F　A　X
	□専用　／　□併用（併設する事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	E-mail
	□専用　／　□併用（併設する事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	※併設する事業がある場合、独立性を確保する工夫
	

	指定特定（一般、障害児）相談支援事業の指定状況（要綱第2条）
	指定年月日：　　　　年　　月　　日



■西区にて上記「３　障がい者相談支援事業の実施計画」を実現するための具体的な取組予定
	※どのように西区にて相談支援事業を展開していくか、地域の特徴等も交えて記載してください






■建物・設備、設置場所の利便性（要綱別記１－⑵、⑶）
	所有状況
	□自己所有　　□賃貸借（契約済／契約予定）

	各室の状況
	相談室
	面積　　（　　　　　　）㎡
主な設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	事務室
	面積　　（　　　　　　）㎡
主な設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	その他
	面積　　（　　　　　　）㎡
主な設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	車いす利用者が使える
トイレの有無
	□有　　□無

	（２階以上の場合）
エレベーターの有無
	□有　　□無

	相談しやすい面接環境の配慮（面接室）
	

	公共交通機関利用の
場合のアクセス方法
	最寄の地下鉄駅（またはＪＲ駅）、バス停からの所要時間を記載してください。



	駐車場の有無
	□有　　□無

	公共交通機関からの利便性が高くない場合の対応
	

	開所日
	月　・　火　・　水　・　木　・　金　・　土　・　日

	開所時間
	　　　　　　～　　　　　　
（１週間の開所時間合計　　　　時間）

	利用登録者に対する夜間休日対応
	

	リモート環境
	



■職員の配置（要綱第６条）
	職名
	管理者
	相談員
	相談員
	相談員
	相談員
	虐待対応員

	氏名
	
	
	
	
	
	

	性別
	□男性
□女性
	□男性
□女性
	□男性
□女性
	□男性
□女性
	□男性
□女性
	□男性
□女性

	年齢
（R9.４.１時点）
	　　　歳
	　　　歳
	　　　歳
	　　　歳
	　　歳
	　　歳

	障がい者（児）支援の経験
	


年数：
	


年数：
	


年数：
	


年数：
	


年数：
	


年数：

	相談支援業務に従事した経験
	


年数：
	


年数：
	


年数：
	


年数：
	


年数：
	


年数：

	専門職の資格
	
	
	
	
	
	

	相談支援従事者研修（初任者）
	□修了済
□未修了
□修了予定
修了年度
（Ｒ　）
	□修了済
□未修了
□修了予定
修了年度（Ｒ　）
	□修了済
□未修了
□修了予定
修了年度（Ｒ　）
	□修了済
□未修了
□修了予定
修了年度（Ｒ　）
	□修了済
□未修了
□修了予定
修了年度（Ｒ　）
	□修了済
□未修了
□修了予定
修了年度（Ｒ　）

	常勤／非常勤
	□常勤
□非常勤
	□常勤
□非常勤
	□常勤
□非常勤
	□常勤
□非常勤
	□常勤
□非常勤
	□常勤
□非常勤

	専任／兼任
	□専任
□兼任
	□専任
□兼任
	□専任
□兼任
	□専任
□兼任
	□専任
□兼任
	□専任
□兼任

	相談支援事業に係る１週間の勤務時間
	　　時間
	　　時間
	　　時間
	　　時間
	　　時間
	　　時間

	兼任の場合の兼務する業務
	
	
	
	
	
	

	相談支援専門員の配置
	□有
□無
	□有
□無
	□有
□無
	□有
□無
	□有
□無
	□有
□無

	主任相談支援専門員の配置
	□有
□無
	□有
□無
	□有
□無
	□有
□無
	□有
□無
	□有
□無

	備考
	
	
	
	
	
	


※　「障がい者支援の経験」には、業務内容及び年数を記載してください。
※　「相談業務に従事した経験」には、「障がい者支援の経験」のうち、相談業務に関わるものについて業務内容及び年数を記載してください。
※　常勤専任職員のうち1名は、相談支援専門員であることが必要です。相談支援専門員または主任相談支援専門員に該当する場合は「相談支援専門員の配置」、「主任相談支援専門員の配置」の欄の「有」にチェックをいれてください。該当しない場合は「無」にチェックをいれてください。
※　専門職の資格については、社会福祉士、精神保健福祉士、看護師、理学療法士、作業療法士等の資格を記載してください。
※　相談事業以外の事業を兼務する場合には「兼任」にチェックしてください。
※　欄が足りない場合はコピーして使用してください。

■要綱第８条に記載した「業務実施上の留意事項」を具体化していくための方針や取組み
	規定
	項目
	方針・取組

	８－⑴
	自己決定と主体性の尊重
	

	８－⑵
	権利擁護とエンパワメント
	

	８－⑶
	相談支援の責任性
	

	８－⑷
	法人事業との独立性
	

	８－⑸
	特定事業者に偏らない中立性・公平性
	

	８－⑹
	プライバシー尊重と
秘密保持
	

	８－⑺
	相談に関する権利保障
（相談中止・苦情申立）
	

	８－⑻
	他の関係機関との連携
	

	８－⑼
	自己研鑽
	

	８－⑽
	職員研修計画等、相談支援技術の向上を図る方策
	

	８－⑾
	地域責任性
	




７　住宅入居等支援業務の実施計画（要綱第９条第１項⑴）
■実施方針　※　住宅入居等支援業務を実施するうえでの基本方針を記載してください。
	










■関係機関との連携方法
	






８　虐待対応業務の実施計画（要綱第９条第１項⑵）
■実施方針　※　虐待対応業務を実施するうえでの基本方針を記載してください。
	










■関係機関との連携方法
	






９　苦情を解決するために必要な方策（要綱別記１－⑹）
	








10　事業の広報、地域への周知に係る方策
	








11　添付資料（次の資料を添付してください）
　⑴　法人に係るもの
　　ア　定款・基本的規約・現在事項全部証明書（法人の登記簿謄本。但し、募集案内の配布開始日以降に交付されたもの。）
　　イ　収支決算書（令和５～７年度）
　　ウ　貸借対照表（令和５～７年度）
　　エ　財産目録
　　オ　法人の基本理念、運営方針、運営状況、活動状況の概要がわかる資料（様式自由）
　　カ　法人の過去３年間における札幌市税納税証明書（指名願用で、募集案内の配布開始日以降に交付されたもの。ただし、納税義務がない法人を除く。）
　　キ　指定協議書等の提出までに札幌市競争入札参加資格者名簿（物品・役務）に登録されていない場合は、下記の提出が必要。
　　　・　申出書（札幌市物品・役務契約等事務様式基準　共通－第２号様式）
　　　・　誓約書（札幌市競争入札参加資格審査等取扱運用指針　様式27）

　⑵　事業に係るもの
　　ア　収支予算書（令和９年度）
　　イ　建物の平面図
　　ウ　苦情解決に係る規定（予定のものを含む）
　　エ　相談支援に使用するアセスメント票・ケアプラン様式（予定のものを含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●本協議書に係る問い合わせ先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者：　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所：　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話：　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 e-mail：　　　　　　　　　　　　　
1
